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　　財務諸表に対する注記
財務諸表に対する注記

1.　重要な会計方針

(1) 会計基準
「公益法人会計基準」（平成20年4月11日内閣府公益認定等委員会、平成21年10月16日改正）

及び「公益法人会計基準」の運用指針（平成20年4月11日同上、平成30年6月15日改正)を

採用している。

（2） その他有価証券

  時価のないもの・・・・・移動平均法による原価法

(3) 固定資産の減価償却の方法

　 定額法によっている。

(4) 引当金の計上基準

　賞与引当金

　　従業員の賞与支給に充てるため、支給見込額のうち当期の負担に属する額を計上している。

　  退職給付引当金

　　期末退職給与の要支給額に相当する金額を計上している。

(5） 消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は税込方式によっている。

2.　基本財産及び特定資産の増減及びその残高

基本財産及び特定資産の増減及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）

基本財産

土地

 小　　　　計

特定資産

　退職給与引当預金

建物修繕引当預金

車両購入引当預金

施設整備積立預金

施設整備基金

会館等修繕費用準備資金積立

近代化基金

近代化基金運用資金

緊急・救援輸送対策基金

災害時備蓄軽油

ブロック長会議費用準備資金

建物

小　　　　計

合　　　　計

科       目 前期末残高

716,642,109

716,642,109

7,702,917

443,821,115

70,000,000

10,179,271

5,397,595

19,384,779

23,169,875

39,130,286

1,799,254

52,241,507

12,919,528

- 716,642,109

18,432,6413,354,166 8,091,400

当期末残高当期減少額

716,642,109

当期増加額

-

39,130,286

1,799,254

52,241,507

70,000,000

10,180,492

5,397,595

17,515,544

683,262,067

1,399,904,176

20,622,445

443,821,115

27,650,629

27,650,629

1,221

1,869,235

30,971,735

4,418,789 16,592,311 21,011,100

800,068

679,940,961

1,396,583,07030,971,735

14 800,082
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3.　基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

基本財産

土地

小　　　　計

特定資産

　退職給与引当預金

建物修繕引当預金

車両購入引当預金

施設整備積立預金

施設整備基金

近代化基金

近代化基金運用資金

緊急・救援輸送対策基金

災害時備蓄軽油

ブロック長会議費用準備資金

建物

 小　　　　計

 合　　　　計

4.　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）

科　　目

（基本財産） 土　地

（特定資産） 建　物

（その他固定資産） 建　物

構築物

車　両

什器備品

　　　　合　　　　計

5.　補助金等の内訳ならびに交付者、当期の増減額及び残高

補助金等の内訳ならびに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

（単位：円）

補助金

　運輸事業振興助成補助金

　運輸事業振興助成補助金

助成金

　全ト協全国関連事業助成金

　全日本トラック協会諸事業助成金

　全日本トラック協会諸事業助成金

　　　　合　　　　計

800,082

10,593,734 7,990,511

827,436,278 525,086,655 302,349,623

1,995,000 1,994,999 1

679,940,961

(20,622,445)

5,397,595

282,211,000

32,304,307 305,859,860

全日本トラック協会 -

補助金等の名称

全日本トラック協会

全日本トラック協会

-

32,304,307

-

-

長野県

長野県

当期末残高
貸借対照表上
の記載区分

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

716,642,109 716,642,109

27,899,051 10,383,507

交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額

16,320,426 12,862,679 3,457,747

1,600,886,598 558,318,351 1,042,568,247

2,603,223

17,515,544

(5,397,595)

(623,370,331)

(1,340,012,440)

(17,515,544)

(38,137,989)

(38,137,989)

(800,082)

(18,432,641)

(18,432,641)

1,799,254

52,241,507

20,622,445

443,821,115

70,000,000

10,180,492

(1,799,254)

(52,241,507)

(443,821,115)

(70,000,000)

(10,180,492)

1,396,583,070

17,515,544

(18,432,641)18,432,641

39,130,286 (39,130,286)

716,642,109 - (716,642,109) -

716,642,109 (716,642,109)

当期末残高
(うち指定正味財産から

の充当額)
(うち一般正味財産から

の充当額)
(うち負債に対応する

額)
科　　　目

-

30,435,072

一般正味財産

指定正味財産

一般正味財産

一般正味財産

1,751,900

14,194,043

-

-

282,211,000

1,869,235

1,751,900

14,194,043

指定正味財産7,702,917 - 7,702,917

300,026,178 38,137,989
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3.　基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

基本財産

土地

小　　　　計

特定資産

　退職給与引当預金

建物修繕引当預金

車両購入引当預金

施設整備積立預金

施設整備基金

近代化基金

近代化基金運用資金

緊急・救援輸送対策基金

災害時備蓄軽油

ブロック長会議費用準備資金

建物

 小　　　　計

 合　　　　計

4.　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）

科　　目

（基本財産） 土　地

（特定資産） 建　物

（その他固定資産） 建　物

構築物

車　両

什器備品

　　　　合　　　　計

5.　補助金等の内訳ならびに交付者、当期の増減額及び残高

補助金等の内訳ならびに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

（単位：円）

補助金

　運輸事業振興助成補助金

　運輸事業振興助成補助金

助成金

　全ト協全国関連事業助成金

　全日本トラック協会諸事業助成金

　全日本トラック協会諸事業助成金

　　　　合　　　　計

800,082

10,593,734 7,990,511

827,436,278 525,086,655 302,349,623

1,995,000 1,994,999 1

679,940,961

(20,622,445)

5,397,595

282,211,000

32,304,307 305,859,860

全日本トラック協会 -

補助金等の名称

全日本トラック協会

全日本トラック協会

-

32,304,307

-

-

長野県

長野県

当期末残高
貸借対照表上
の記載区分

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

716,642,109 716,642,109

27,899,051 10,383,507

交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額

16,320,426 12,862,679 3,457,747

1,600,886,598 558,318,351 1,042,568,247

2,603,223

17,515,544

(5,397,595)

(623,370,331)

(1,340,012,440)

(17,515,544)

(38,137,989)

(38,137,989)

(800,082)

(18,432,641)

(18,432,641)

1,799,254

52,241,507

20,622,445

443,821,115

70,000,000

10,180,492

(1,799,254)

(52,241,507)

(443,821,115)

(70,000,000)

(10,180,492)

1,396,583,070

17,515,544

(18,432,641)18,432,641

39,130,286 (39,130,286)

716,642,109 - (716,642,109) -

716,642,109 (716,642,109)

当期末残高
(うち指定正味財産から

の充当額)
(うち一般正味財産から

の充当額)
(うち負債に対応する

額)
科　　　目

-

30,435,072

一般正味財産

指定正味財産

一般正味財産

一般正味財産

1,751,900

14,194,043

-

-

282,211,000

1,869,235

1,751,900

14,194,043

指定正味財産7,702,917 - 7,702,917

300,026,178 38,137,989

6. 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

内　　　　容

経常収益への振替額

減価償却費計上による振替額

合　　　計

7.  関連当事者との取引の内容

該当事項はない。

8.　その他

(1)　退職給付関係

①　採用している退職給付制度の概要

　 確定給付型の制度として退職一時金制度を設けている。

②　退職給付債務の内訳

(単位:円)

③　退職給付費用に関する事項

(単位:円)

④　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

退職給付債務の計算に当たっては、退職一時金制度に基づく期末自己都合要支給額を

基礎として計算している。

金　　額

1,869,235

1,869,235

イ．　勤務費用

ロ.　会計基準変更時差異の未処理額

ハ.　退職給付費用(イ＋ロ)

3,354,166

-

3,354,166

イ．　退職給付債務

ロ.　会計基準変更時差異の未処理額

ハ.　退職給付引当金(イ＋ロ)

18,432,641

-

18,432,641


